
介護保険法の規定に基づき、令和6年度から令和8年度までの第9期介護保険事業計画期間における第1号被保険
者について、第1段階から第3段階までの保険料率（年間保険料）を引き下げるとともに、介護保険法施行令の
規定に基づき、低所得者の第1号被保険者について、第3段階の保険料率を引き下げるなどの所要の改正

指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準を定める厚生労働省令が改正され、身体的
拘束等の適正化のための措置や医療機関との間で新興感染症の発生時の対応について協議を行うことが義務付
けられたことなどから、それぞれの地域密着型サービスの事業の運営に関する基準等についての所要の改正

津市介護保険条例の一部の改正について

議 案 第 8 号

議 案 第 9 号

津市会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例の一部の改正について

議 案 第 7 号

議決結果一覧表

　今期定例会では、承認1件、報告6件、条例の制定2件・一部
改正19件・廃止2件、令和5年度補正予算13件、令和6年度当初
予算12件、人事案件6件、意見書2件、その他4件の67議案が審
議されました。
　その結果、報告6件を除く61件は承認、可決、同意、異議な
しとされました。

可決された議案

【全会一致（出席全議員が賛成）で承認・可決・同意された議案】

議案番号

承 認 第 1 号

議 案 第 2 号

議 案 第 1 号

議　　案　　名

概　　　要

令和5年度津市一般会計補正予算（第12号）
価格高騰重点支援給付金給付事業の増による8億7,266万8,000円の増額補正等

こども・子育て政策の一層の充実および妊娠期から子育て期にわたる切れ目のない支援の実現に向け、こど
も・子育て政策に係る事業の推進に必要な財源の確保を目的に、津市モーターボート競走事業会計からの繰入
金の一部を積み立てる基金を設置するため必要な事項を定める条例の制定

専決処分の承認について

津市こども基金条例の制定について

津市支所及び出張所設置条例の一部の改正について

津市監査委員条例の一部の改正について

津市行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律に基づく個人番号の利用及び特
定個人情報の提供に関する条例の一部の改正について

津市新型コロナウイルス感染症及び物価高騰対策事業基金について、令和5年度をもってその残高がなくなる
ため、令和6年3月31日をもって同基金を廃止することから条例を廃止

議 案 第 3 号

議 案 第 4 号

議 案 第 5 号

議 案 第 6 号

安全で快適な学習環境を確保し、更なる充実を図るため、津市立の学校施設の計画的な整備に係る事業の推進
に必要な財源の確保を目的に、津市モーターボート競走事業会計からの繰入金の一部を積み立てる基金を設置
するため必要な事項を定める条例の制定

行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律が改正され、森林環境税の賦課徴収
に係る規定が追加されたこと、また、生活保護業務におけるマイナンバーカードを利用した医療扶助のオンラ
イン資格確認の導入に伴い、生活に困窮する外国人に対し、生活保護法に準じた対応を行うことに伴う所要の
改正

建築基準法施行令が改正され、既存不適格となっている建築物について、安全性等の確保を前提に接道義務や
道路内建築制限の遡及適用が合理化され、大規模の修繕または大規模の模様替に関する制限の緩和に係る認定
制度が新設されたことなどに伴う所要の改正

津市安東出張所を移転するための改正

地方自治法が改正されたことに伴う引用条文の整理

会計年度任用職員について、令和5年人事院勧告に伴う定年前再任用短時間勤務職員の期末手当の支給率の改
定に準じた改正を行うため、また、地方自治法が改正され、令和6年度からパートタイム会計年度任用職員に
ついて勤勉手当の支給が可能となること、あわせて、令和6年度からフルタイム会計年度任用職員に対しても
適切に勤勉手当を支給すべきことが国から通知されたことから、令和6年度以降に支給する期末手当の支給率
については、現行と比べ6月期および12月期それぞれ0.0125月分引き上げ、勤勉手当の支給率については、6月
期および12月期それぞれ0.4875月分と設定するなどの所要の改正

津市学校施設整備基金条例の制定について
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議案第11号

議案第12号

津市新型コロナウイルス感染症及び物価高騰対策事業基金条例の廃止について

津市指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営の基準等に関する条例の一部の改正について

津市手数料徴収条例の一部の改正について

津市安東コミュニティセンターを設置するための所要の改正

津市会館の設置及び管理に関する条例の一部の改正について


